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長期入院精神障害者の地域生活への移行を促進するための
介護保険担当部局等との連携について

ご清祥のこととお慶び申し上げます。

さて、１年以上の長期にわたり入院している精神障害者の地域移行に関しましては、約２０

人の長期入院精神障害者のうち、約半数が６５歳以上の高齢者であることから、現在各市町

において策定中の次期介護保険事業計画においては、長期入院精神障害者の地域移行を踏

えて介護サービス量を見込む必要が出てまいります。

『般、厚生労働省より、都道府県介護保険担当部局を通じて各保険者に対し、具体的な見

み方の手法に係る事務連絡が発出されましたので、情報提供申し上げます。

つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、貴会傘下の郡市区医師会

しくお願い申し上げます。

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」の改正（案）について

（平２６．１０．２４

　

事務連絡

　

厚生労働省老健局介護保険計画課計画係）



　

事

　　

務

　　

連

　　

絡

平成２６年１０月２４日

各都道府県介護保険事業（支援）計画担当者

　

様

厚生労働省老健局介護保険計画課 計 画係

「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための
基本的な指針」 の改正 （案） について

　

高齢者保健福祉行政の推進につきまして、 日頃より格別のご理解を賜り厚く御礼申し上げます。

　

「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」の改正（案）につ
いては、本年７月 ２８日に開催された全国介護保険担当課長会議においてお示ししたところですが、
今般、障害保健福祉部精神・障害保健課より、別添の事務連絡が発出されたことに伴い、改正（案）

に障害福祉計画との調和に関する規定を別紙のとおり追加する方向で検討を進めておりますので、
お知らせします。

　

また、介護保険事業（支援）計画の策定に当たっては、障害（精神保健福祉）担当部局とも連携
を図りつつ、別添の事務連絡を参考に必要な介護サービス量を見込むとともに、養護老人ホーム及

び軽費老人ホームなどの活用も検討されるよう、 あわせて保険者への周知をお願いいたします。

　

なお、今後、標記の指針 （案） については、先般告示された「地域における医療及び介護を総合

的に確保するための基本的な方針」等を踏まえ、必要な修正をした上で、年内から年明けを目途に

告示する方向で検討を進めてまいります。

（問い合わせ先）
厚生労働省老健局介護保険計画課

　

内山
計画係 林・岡
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御ｊ紙）

追加箇所一覧

全国介護保険担当課長会議資料①

　

ｐ８１

６

　

他の計画との関係 … （

　　

追加）

　　　

市町村介護保険事業計画は、市町村老人福祉計画と一体のものとして作成され、市町村計画との整

　　

合性が確保されたものとし、市町村地域福祉計画（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第百七条

　　

に規定する市町村地域福祉計画をいう。以下同じ。）、市町村障害福祉計画（障害者の日常生活及び社

　　

会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号。以下「障害者総合支援法」と

　　

いう。）第八十八条第一項に規定する市町村障害福祉計画をいう。以下同じ。）又は健康増進計画（健康

　　

増進法（平成十四年法律第百三号）第八条第二項に規定する市町村健康増進計画をいう。）その他の法律

　

の規定による…
（四）市町村障害福祉計画との調和 … （６ （四） として追加し、 従来の （四） ～ （七） を

（五）～（八）に変更）

　

市町村障害福祉計画においては、高齢者を含む障害者の自立支援の観点から、精神科病院から地

域生活への移行を進めることとしており、高齢の障害者が地域生活へ移行し、又は地域生活を維持

及び継続するため、 介護給付等対象サービス等を必要に応じて提供していくことも重要である。

　

こうした観点から、市町村介護保険事業計画については、市町村障害福祉計画との調和が保たれ

たものとするとともに、都道府県障害福祉計画（障害者総合支援法第八十九条第一項に規定する都

道府県障害福祉計画をいう。以下同じ。）における高齢者を含む入院中の精神障害者の地域生活への

移行に係る成果目標の達成に向けた取組に留意すること。

全国介護保険担当課長会議資料①

　

ｐｌ０４

６

　

他の計画との関係 … （

　　

追加）

　　

都道府県介護保険事業支援計画は、都道府県老人福祉計画と一体のものとして作成され、都道府県

　　

計画及び医療計画（医療法第三十条の四に規定する医療計画をいう。 以下同じ。）との整合性が確保さ

　　

れたものとし、地域福祉計画（社会福祉法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画をいう。以

　　

下同じ。）、都道府県障害福祉計画、都道府県医療費適正化計画（高齢者医療確保法第九条第一項に規

　

定する都道府県医療費適正化計画をいう。以下同じ。）、健康増進計画 …

（五）都道府県障害福祉計画との調和 … （６ （五） として追加し、 従来の （五） ～ （十） を

（六）～（十一）に変更）

　

都道府県障害福祉計画においては、高齢者を含む障害者の自立支援の観点から、精神科病院から

地域生活への移行を進めることとしており、高齢の障害者が地域生活へ移行し、又は地域生活を維

持及び継続するため、 介護給付等対象サービス等を必要に応じて提供していくことも重要である。

　

こうした観点から、都道府県介護保険事業支援計画については、都道府県障害福祉計画における

高齢者を含む入院中の精神障害者の地域生活への移行に係る成果目標等との調和が保たれたものと

すること。



１“ｉＪ添ｉ
事

　　

務

　　

連

　　

絡

平成２６年１０月２４日

各都道府県精神保健福祉担当者

　

様

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

精神・障害保健課

長期入院精神障害者の地域生活への移行を促進するための

介護保険担当部局等との連携について

　

精神保健福祉行政の推進につきまして、日頃より御協力賜り厚く御礼申し上げます。

　

さて、１年以上の長期にわたり入院している精神障害者 （以下 「長期入院精神障害者」

という。） については、その地域生活への移行を更に進めるため、本年３月から「長期入院

精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討会」 を開催し、 本年７月に具体的方

策の今後の方向性が取りまとめられました。

　

本取りまとめにおける提言については、本年度中に取り組むもの、 中長期的課題として

取り組むもの等様々ありますが、 可能なものから可及的速やかに取り組んでいく必要があ

ると考えています。

　

精神障害者については、約２０万人の長期入院精神障害者のうち、約半数が６５歳以上の

高齢者であることから、 地域移行する精神障害者にも高齢者が含まれると考えられます。

退院後には、介護保険サービスを利用することも考えられることから、 同検討会における

「都道府県及び市町村において、 介護保険事業 （支援） 計画を策定するに当たって算出す

る必要サービス量を見込む際に、 入院中の精神障害者のニーズを踏まえたものとするよう

取り組む。」という提言を踏まえ、 各都道府県におかれましては、下記を参考に介護保険担

当部局、管内市町村と連携を図っていただきながら適切に取り組んでいただきますようお

願いいたします。

精神障害者の地域生活への移行を促進するためには、退院後の居住の場の確保や地域生

活を支えるサービスの確保等も必要であることから、 現在その方策を検討中であり、 今後

具体化したものから順次示す予定としておりますが、 本事務連絡は、まずは、 地域移行す

る高齢精神障害者数、 それに伴う介護サービスの見込量、その推計に当たっての都道府県

及び市町村の役割について整理したものであることを御承知おきください。

　

なお、 本事務連絡については、厚生労働省老健局介護保険計画課と協議済みであること

を申し添えます。

担当；厚生労働省

　

社会・援護局障害保健福祉部

精神・障害保健課

　

企画法令係

ＴＥＬ：０３一５２５３一１１１１（内線；３０５５、 ２２９７）



記

１

　

全国で地域移行する精神障害者の目標数及びそのうちの高齢の精神障害者の推計数に

　　

‘）し、て

　

第４期障害福祉計画 （平成２７年度から平成２９年度） に係る国の基本指針においては、
精神科病院から地域生活への移行促進に向け、以下の成果目標 （平成 ２９年度までの目標）

を設定することが適当としている。

　　

①入院後３ヶ月時点の退院率を６４％以上とする。（平成２１年から２３年の平均５８．４％）

　　

②入院後１年時点の退院率を９１％以上とする。（平成２１年から２３年の平均８７．７％）

　　

③入院期間が１年以上の長期在院者数を平成２４年６月末時点から１８％以上減少。

　

③を達成した場合、全国で地域移行する精神障害者数は３．６万人 （平成２４年６月末時点

の長期在院者数 （約２０万人＊１） の１８％） であり、仮に、各年齢層で同じ割合で退院する

という仮定 （退院者の年齢構成；長期在院者の年齢構成＝約半数＊２） を置くと、 全国で地

域移行する高齢精神障害者数は１．８万人（３．６万人の約半数、総人口１億２，７００万人との比

から人口１万対約１．４人）となる。ただし、この中には、認知症患者を含むとともに、要介

護認定非該当や要支援の者も含まれる。
＊１

　

平成２４年度精神保健福祉資料（６３０調査、精神科病院及び精神科診療所等を利用す

　　

る患者の実態等を把握し、 精神保健福祉施策推進のための資料を得ることを目的に、

　　

当課が毎年６月 ３０日現在の状況報告を都道府県及び指定都市に依頼するもの。） によ

　

る。

＊２

　

平成２３年患者調査による。

２

　

各都道府県で地域移行する高齢の精神障害者の推計数及びその状況の参考指標につい
て

　

各都道府県においては、障害福祉計画において長期入院精神障害者の減少目標を設定
する。

　

その際、 目標設定した退院者数には、 高齢の精神障害者が含まれることから、 設定し

た目標値に応じて、 市町村別に見込まれる高齢の精神障害者の退院者数とその状況の参

考指標 （例えば、 要介護度別の内訳等の推計） を都道府県の介護保険担当部局に情報提

供する。 この時、 介護保険のサービス量の見込みは、 介護保険の保険者が年度ごとに見

込むことから、計画期間中の各年度の退院者数の配分等も示すこと。

　

各都道府県で地域移行（退院）する高齢の精神障害者の推計数及びその状況の参考指
標の推計に当たっては、別添１むこ示す在院期間別患者数を踏まえ、 地域の実情に応じて

別添２の１枚目に示す推計手法例などを参考に推計されたい。



３

　

高齢長期入院精神障害者の地域移行による必要な介護サービスの見込量の推計につい

て

　

介護保険事業 （支援） 計画は、 保健福祉医療に関する計画と調和を図ることとされて

いることから、 障害福祉計画において定められた地域生活への移行に係る成果目標との

調和を図るため、それぞれの保険者ごとに見込まれる高齢の精神障害者の退院者数や状

況に応じて、認定者数や必要と見込まれる介護サービスの量を見込むものとする。

　

その際、介護保険計画課より介護保険の保険者に配布されている「（確定版） 介護保険

事業計画用ワークシート」 についても活用が可能である。

　

また、介護保険の保険者が必要な介護サービスの見込量を推計するに当たっては、地

域移行する高齢の精神障害者は精神症状が一定程度安定している場合も多いことから、
例えば、 管内の高齢者のサービス利用の現状等を参考にすることが考えられる。

上記２及び３については、都道府県精神保健福祉担当部局が、 都道府県介護保険担当部

局を通じて、予測される退院者数等の状況を介護保険の保険者に情報提供するなど担当部

局間の連携を図って適切に取り組む必要があることから、 それぞれの役割と一連の流れに

ついてその一例を別添２のとおり推計手法例として作成したので、 参考としていただきた

　　　

４

　

介護保険事業 （支援） 計画の基本指針について

　

第６期介護保険事業 （支援） 計画（平成２７年度から平成２９年度） に係る基本指針につ

いては、 その（案） が平成２６年７月 ２８日に開催された全国介護保険担当課長会議におい

て示されているところであるが、今後、 上記を踏まえて次のように、都道府県障害福祉計

画及び市町村障害福祉計画との調和を図る旨の規定を盛り込む予定であるので御了知いた

だきたい。

併せて、老健局介護保険計画課から各都道府県の介護保険担当部局宛ての別添３の事務

連絡も御参照いただきたい。
＜介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針 （案） ＞

○市町村障害福祉計画との調和 （第二

　

一

　

６

　

他の計画との関係）

　　

市町村障害福祉計画においては、 高齢者を含む障害者の自立支援の観点から、 精神

　

科病院から地域生活への移行を進めることとしており、高齢の障害者が地域生活へ移

　

行し、 又は地域生活を維持及び継続するため、 介護給付等対象サービス等を必要に応

　

じて提供していくことも重要である。

　　

こうした観点から、 市町村介護保険事業計画については、 市町村障害福祉計画との

　

調和が保たれたものとするとともに、 都道府県障害福祉計画 （障害者総合支援法第八

　

十九条第一項に規定する都道府県障害福祉計画をいう。 以下同じ。） における高齢者を

　

含む入院中の精神障害者の地域生活への移行に係る成果目標の達成に向けた取組に留

　

意すること。



○都道府県障害福祉計画との調和 （第三

　

－

　

６

　

他の計画との関係）

　

都道府県障害福祉計画においては、高齢者を含む障害者の自立支援の観点から、 精

神科病院から地域生活への移行を進めることとしており、 高齢の障害者が地域生活へ

移行し、又は地域生活を維持及び継続するため、 介護給付等対象サービス等を必要に

応じて提供していくことも重要である。

　

こうした観点から、都道府県介護保険事業支援計画については、都道府県障害福祉

計画における高齢者を含む入院中の精神障害者の地域生活への移行に係る成果目標等

　

との調和が保たれたものとすること。
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１別添２１

長期入院精神障害者の退院促進による介護サービスの見込み量の推計手法例

１．退院する高齢の長期入院精神障害者数（市町エ村別）を推計

（①～④都道府県精神保健福祉担当部局→⑤都道府県介護保険担当部局→市町村介護保険担当部局等介護保
険 者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

① 精神保健福祉資料（６３０調査）から、各都道府県の長期入院精神障害者数を把握。

②

　

各都道府県の第４期都道府県障害福祉計画（Ｈ２７～２９）における長期入院精神障害者の減少目標（Ｈ２９まで）
に基づき、平成２９年までに退院する高齢の長期入院精神障害者数を推計。
（留意点）
※

　

平成２４年から平成２６年までに長期入院精神障害者が減少していると見込まれる場合は、その減少分を勘案。
※

　

６５歳以上高齢者の割合は各都道府県の実情を踏まえて推計することが望ましいが、これに依りがたい場合は、退院する者の年齢

　

層は、入院中の者と同じ割合（全国ベースで約半数：参考を参照）という仮定を置いて、推計しても差し支えない。
※

　

第４期障害福祉計画における国の長期入院精神障害者数の減少目標を達成した場合、全国で退院する長期入院高齢精神障害

　

者数は１‐８万人であり、総人ロ１億２，７００万人との比から人ロ１万対約１．４人である。

③

　

各都道府県内（※）の市町村人口比率等に基づき、市町村別の退院する高齢の長期入院精神障害者数を推計。
※

　

指定都市の推計については別添１の指定都市別の内訳を活用し、他の市町村については、市町村の人口比率等に基づき推計し

　

ても差し支えない。

④ 市町村別に退院する長期入院精神障害者の状況（要介護度別の内訳等）を推計。その際、各年度の配分も示
す。
（留意点）
※

　

退院者の状況の推計に当たっては、都道府県に既存の独自調査があれば、それを利用しても差し支えない。なお、高齢の長期入

　

院精神障害者（入院期間が５年以上）の要介護度の分布については、【別紙１１を参照。
※

　

各年度の配分については、例えば、均等に３分の１ずつなど、地域の実情に応じて配分されたい。

⑤

　

推計値を都道府県介護保険担当部局を通じて介護保険者へ提供。
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２．退院玄る高齢精神障害者の介誰サービス見込み量の推計 （市町村介護担当部局等介護保険者）

　

○

　

退院する高齢精神障害者は精神症状が一定程度安定している場合も多いことから、例えば、管内の高齢者
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退院する高齢精神障害者は精神症状が一定程度安定している場合も多いことから、例えば、管内の高齢者
の介護サービス利用の現状等を参考に、退院する高齢精神障害者の介護サービス見込み量を推計。

○

　

この際、介護保険計画課より介護保険の保険者に配布されている「（確定版）介護保険事業計画用ワーク
シート」においては、次のような活用方法が考えられる。

　

・ 認定者数の推計に当たっては、Ａシートで「要支援１、２、要介護１～２、３～５」の区分で認定者数を増減させる機能があるの

　

で、提供を受けた各年度の要介護度ごとの認定者の増加数について、この区分で整理して認定者数を増加させる。

　

・ 施設・居住系サービスの見込量の推計に当たっては、Ｂシートで要介護度ごとに各年度の利用者数を入力する仕組みである

　

ので、利用が見込まれるサービスの利用者数を増加させる

　

・ 在宅サ．ビスの見込量の推計に当たっては、Ｃシートで「要支援１、２、要介護１～２、３～５」の区分で利用者数を調整する機

　

能があるので、利用が見込まれるサービスの利用者数をこの区分ごとに整理して利用者数を増加させる
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※

　

要介護度別の状況等から介護サービス量を見込む際には、高齢精神障害者の介護サービス利用の現状に係る既存の独自調
査があれば、それを利用しても差し支えない。
※

　

高齢の長期入院精神障害者の退院実例（退院先、要介護度等）については、【別紙２１を参照。
※

　

退院が見込まれる高齢精神障害者の一部に認知症の者が含まれる場合は、管内の認知症高齢者の介護サービス利用の状
況を参考にすることも考えられる。なお、介護サービスを利用する認知症高齢者の割合（全国状況）については【別紙３１を参照。



　

（参考）精神病床に１年以上入院している患者の年齢構成

　

１年以上入院患者数は減っているが、高齢者の割合は増加
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資料：患者調査Ｈ２３年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている
図中には認知症患者を含むとともに、要介護認定非該当や要支援の者も含まれる。

※第４期障害福祉計画 （平成２７年度～２９年度） においては、 平成２９年６月末時点の長期在院者数を里

　

成２４年６月末時点から１８％以上減少することを成果目標としており、 これに基づき、 地域生活への
移行を図ることとしている。



５年以上入院している高齢精神障害者の【別紙１１

要介護認定状況（認知症除く）
平成２４年度厚生労働省

　

障害者総合福祉推進事業
「高齢精神障害者の退院支援の推進に関する調査について」
【目的】

　

高齢長期入院精神障害者の地域移行の支援を行うために、病院職員間や病院職
員と地域の関係者との間での情報の共有と連携の方法論や、実態調査で現状での問
題点や改善の方向性を模索する。
【対象と方法】

　

３６４医療機関、入院精神障害者４，４４０人を対象に、アンケート調査を実施。
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未申請者について、調査を行った各医療機関が当該精神障害者の
介護度を予想した結果を基に再配分
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高齢の長期入院精神障害者の退院実例

　　　　　　　

【別紙２１
Ａ病院
○過去数年間の長期入院精神障害者の退院者：７１人

うち

　

６５歳 以上 の 者

　　　　

：７人

うち

　

地域生活へ移行した者：５人
○地域生活へ移行した５人の概要は、以下のとおり（他の２人は転院）。
退院時の
年齢 性別

入院
年数 主病名 退院先 要介護度

介護保険サービスの

　　

利用状況
１
１ ７５歳 男 １年 認知症 ア′｛－－ト 要介護１ なし
２ ６６歳 男 １年 広汎性発達障害 有料老人ホーム 要介護１ 訪問介護
３ ６３歳 女 ２年 統合失調感情障害 サービス付き高齢者向け住宅 要介護３ なし
４ ７８歳 男 ２６年 統合失調症 有料老人ホーム 要介護２ 訪問介護
５ ７６歳 男 ２６年 統合失調症 老健施設 要介護３ 老健施設

退院時の年齢 性別 入院年数 主病名 退院先
一
１１ ６７歳 男 ３８年 統合失調症 養護老人ホーム
２ ７３歳 女 ８年 統合失調症 ケアハウス
３ ７２歳 女 １６年 統合失調症 養護老人ホーム
４ ８１歳 女 ７年 うつ病 特別養護老人ホーム
５ ６５歳 男 ７年 統合失調症 救護施設
６ ７２歳 女 ２７年 繰うつ病 宿泊型自立訓練事業所

Ｂ相談支援事業者
○過去数年間の６５歳以上
○その概要は、以下のと



介護サービス利用する認知症高齢者の割合
１ 介護給付費分科会 第１０２回（Ｈ２６．６．１１）資料より １

　　　　

福祉用具貸与；≦

　　　　　　　

　

　　

短期入所生活介護

　

｝国璽１４．８％ｒ

　　　　　　　

　

　　

短期入所療養介護一国国璽圏２０．６

　　

居宅療養管理指導

　

，圃雇圏団扇２０．６

特定施設入居者生活介護

　

顔面顧１８．２％

定期巡回

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

居宅介護支援

　

極囲駆唖ー腿馴蝋鷺３１．５％…

　　　　　　　　　　　

　　

　　　　　　　　　　　　

　
随時対応型訪問介護看護

　

廻国ｉ嗣耐震２３．９％

　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

夜間対応型訪問介護Ｆ縄隊醐－Ｍ－融－獅磯解き４２．４％

認知症対応型通所介護２．７％

　　　　　　　　　

３７．８％

　

複合型サービス

　　

介護福祉施設

　　

介護保健施設

介護療養型医療施設

０．０％

。町÷÷÷÷÷２２．７％

１５．０％‐

　

Ｊ

ｏ『÷
‐‐１５．６％

　　

ｉ

２０．０％ ４０．０％ ６０．０％ ８０．０％ １００．０％

園自立・１

□ｍ以上

【別紙３１

※介護サービスについては平成２５年１２月の利用実績について集計
※介護認定結果データについては平成２６年４月１５日時点で集計
※認定結果データを保険者から受信している被保険者を対象に集計しているため、認定結果を受信していない場合は、サービスを利用していても集計に反映されない
※認知症高齢者の日常生活自立度は、認定結果データにおける審査時点の状態

○

　

各介護サービスを利用する要介護認定者のうち、一次判定時の認定調査結果における認知症高齢
者の日常生活自立度のロ以上の割合は、各サービスにおいて多く占めている。

６


